
【別紙２】自衛隊定年退職操縦士からの民間航空操縦士確保の取組

自衛隊での飛行経験が豊富な操縦士の試験合理化

現行は入社前に、小型機を用いて実施している計器飛行証明
の試験（訓練経費も含めて個人負担）を、航空会社入社後の
大型機の資格の試験に合わせて実施。

試験科目の一部を縮減。

国土交通省

定年退職後の民間での活躍を
円滑化するための情報提供や
会社説明会への協力

防衛省

・大型機の資格取得訓練に併せ
て計器飛行証明の訓練を実施
・民間でのキャリアモデルの情報
提供や会社説明会の開催

航空会社

国土交通省、防衛省及び航空会社が協力して、
自衛隊定年パイロットの活躍を促進し、民間航空パイロットを確保

（注）航空会社の操縦士には、天候が悪い状態でも安全に飛行できる資格
（計器飛行証明）と、大型機の型式毎に必要となる資格が必要


